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【セレクションアンドバリエーション オフィシャルレポート要旨】 

 セレクションアンドバリエーションでは、管理職の実態を正確に把握するため、2022 年

調査（以下、前回調査）に引き続き、2023 年における産業別管理職比率と平均年齢・平均

勤続年数の関連性と、加えて企業規模別の管理職平均勤続年数・平均年齢の経年変化につい

て調査を実施した。 

産業別管理職比率の調査の結果、2022 年実施と同様、管理職比率が高い産業に属する管

理職の平均年齢は低い傾向があることが確認された。さらに、2003 年～2023 年の企業規模

別の管理職の平均勤続年数と平均年齢を調査した結果、従業員 100 人～999 人の中小規模

の企業の管理職の勤続年数は、従業員 1,000 人以上の大規模企業と比較して、短い傾向であ

ることが判明した。また、上記の経年調査からは、部長や課長の平均年齢が年々、上昇して

いることも明らかになった。 

産業全体の平均管理職比率は 10.9%（前回調査から-0.6 ポイント）であった。前回調査と

同様、「学術研究，専門・技術サービス業」および「情報通信業」が依然として高い管理職

比率を示しており、これらに加えて「建設業」、「不動産業、物品賃貸業」においても管理職

比率が高まっていることが確認された。 

一方で、管理職の平均勤続年数については、管理職比率との明確な相関は確認されなかっ

たが、平均年齢では、管理職比率が高い産業では、管理職比率が低い産業（「医療，福祉」、

「運輸業，郵便業」）よりも、部長、課長ともに 1.1 歳低いことが分かった。 

次に、2003 年から 2023 年の管理職における平均勤続年数と平均年齢について調査した。

従業員 100～999 人の中小規模の企業では、従業員規模 1,000 人以上の大規模企業と比較し

て、部長の平均勤続年数が 3.4 年、課長が 2.6 年短いことが判明した。一方で、部長ならび

に課長の平均年齢は年々、上昇している傾向が見られた。特に、課長は 2003 年から 2023

年の 20 年間にかけて、従業員 1,000 人以上の企業規模では 1.9 歳、従業員 100～999 人規

模の企業では 1.6 歳、平均年齢が高まっていることが判明した。 
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セレクションアンドバリエーションは、急速に変化する労働市場を背景に、企業が事業拡

大に必要な管理職の適正人数の確保や管理職の育成体制の整備の重要性を示した。これに

は、管理職の実態を正確に把握し、自社の目的に即した施策を講じることが求められる。 
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4． 企業が管理職比率を確認する意義 

 

セレクションアンドバリエーションでは、産業・企業規模ごとの管理職比率や管理職の平

均勤続年数・平均年齢について 2003 年から 2023 年の賃金構造基本統計調査をもとに調査

を実施した。管理職比率とは、全社員に占める管理職の割合を指す。なお、本レポートでは

管理職を部長級と課長級とする。 

 

1. 2023 年における管理職比率と管理職の平均勤続年数の関係性 

産業全体における部長比率は 3.8%（前回調査同水準）、課長比率は 7.1%（前回調査から

-0.6 ポイント）であり、管理職比率は 10.9%が平均値であった。部長比率および課長比率を

足し合わせた管理職比率が高い産業は、「建設業」で 16.8%、「学術研究，専門・技術サービ

ス業」で 16.3%、「情報通信業」で 16.1%、「不動産業，物品賃貸業」で 15.9%であった。管

理職比率が低い産業は、「医療，福祉」で 6.2%、「運輸業，郵便業」6.3%であった。 

他方、管理職の平均勤続年数は、管理職比率が高い産業（「建設業」、「学術研究，専門・

技術サービス業」、「情報通信業」、「不動産業，物品賃貸業」）において 17.7～24.5 年、管理

職比率が低い産業（「医療，福祉」、「運輸業，郵便業」）において 17.1～22.4 年であった。 

図-1 に示すように、2023 年においては、産業別管理職比率と管理職の平均勤続年数には

顕著な関連性が見られなかった。 
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図-1 産業別 管理職比率と平均勤続年数の相関散布図（2023 年） 

 

2. 2023 年における管理職比率と管理職の平均年齢の関係性 

産業全体における部長の平均年齢は 52.8 歳（前回調査から-0.2 歳）、課長の平均年齢は

49.2 歳（前回調査から+0.3 歳）であった。 

次に、管理職比率と管理職の平均年齢との関係性を調査した結果、管理職比率が高い産業

（「建設業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「情報通信業」、「不動産業，物品賃貸業」）

では部長の平均年齢 52.1 歳（前回調査から+0.6 歳）、課長の平均年齢 49.0 歳（前回調査か

+0.8 歳）であることが判明した。 
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一方、管理職比率が低い産業（「医療，福祉」、「運輸業，郵便業」）では部長の平均年齢 53.2

歳（前回調査から-0.2 歳）、課長の平均年齢 50.1 歳（前回調査から+0.3 歳）と管理職の平

均年齢が高い傾向が見られた。 

以上より、管理職比率が高い産業では、管理職比率が低い産業よりも、部長と課長の平均

年齢が 1.1 歳低いことが分かる。 

 

 

図-2 産業別 管理職比率と管理職の平均年齢の相関分布図（2023 年） 

 

3. 2003 年～2023 年における企業規模別管理職平均勤続年数・平均年齢の関係性 

2003 年～2023 年の管理職の平均勤続年数について、従業員 100～999 人の中小規模の企

業では部長 22.4 年、課長 20.4 年であった。一方で、従業員 1,000 人以上の大規模企業の部

長は 25.8 年、課長が 23.0 年であることから、中小規模の企業の管理職の平均勤続年数は大

規模企業と比べて 3.4 年、2.6 年下回ることになる。 

他方、図-3 に示すとおり 2003 年～2023 年における管理職の平均勤続年数は、概ね横ば

いである一方で、管理職の平均年齢は上昇している傾向が見られた。特に課長においては、

2003 年から 2023 年にかけて、従業員 1,000 人以上の大規模な企業では 1.9 歳、従業員 100
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～999 人の中小規模の企業 1.6 歳高くなっている。 

 

4. 本レポートのまとめ 

 本レポートでは、日本企業における産業別の管理職比率と平均勤続年数・平均年齢との相

関性や企業規模別の管理職の平均勤続年数・平均年齢の推移を確認した。その結果、以下４

点が明らかになった。 

・管理職比率が高い産業では、管理職の平均年齢が低い 

・管理職比率が低い産業では、管理職の平均年齢が高い 

・中小規模の企業（従業員 100 人～999 人）の管理職の平均勤続年数は、規模が大きい企業

（従業員 1,000 人以上）と比較して短い 

・管理職の平均勤続年数は概ね過去 20 年間大きな変動はないが、平均年齢は上昇傾向にあ

る 

上記の特徴を踏まえると、管理職比率が高い「学術研究、専門・技術サービス業」、「情報

通信業」は他産業に比べて 2022 年以降も継続的に比較的若い従業員を管理職へ登用してい

る傾向が分かる。さらに、「不動産業、物品賃貸業」においても上記の傾向が進んでいると

言えるだろう。 

（a）部長 

（b）課長 

図-3 企業規模別 管理職の平均勤続年数・平均年齢の推移（2003 年～2023 年） 
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一方、本調査では、中小規模の企業（従業員 100 人～999 人）の管理職は、大規模企業と

比べて平均勤続年数が短い一方で、平均年齢に大きな差は見られないため、キャリアの流動

性が高いと考えられる。さらに、年々、管理職層の平均年齢が高まっている傾向を踏まえる

と、人材定着率の低下や管理職層の高齢化や世代交代の遅れも示唆される。 

これらの考察より、これからは “早期段階から管理職を視野に入れるキャリア形成の仕組

みづくり”と、“求める管理職像を輩出するための人財育成の強化”が求められる。具体策な

施策の一例としては、自社の産業/規模に沿った人財プールの構築やサクセッションプラン

の策定、外部労働市場に見合った管理職層の報酬水準の見直し、明確な入社後のキャリアパ

ス・昇進要件の提示、早期育成プログラムの導入等が挙げられるだろう。 

まずは、自社の管理職層の実態が、労働市場においてどこに位置するか、本レポートの管

理職比率の平均値や管理職の平均勤続年数/平均年齢の調査を踏まえて、確認していただき

たい。 

事業計画達成のために一人ひとりの行動を変える仕組みを人事の視点から支援するセレ

クションアンドバリエーションでは、本レポートを通して、企業が労働市場における管理職

の現状を把握し、管理職人材の持続的確保や管理職育成のための施策整備を促進させる一

助になることを期待している。 
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